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奈良県起業家支援事業

奈良県では、地域課題の解決を目的として、
県内で新たに起業しようとする方を応援します。

また、最大200万円の支援金を支給することで、
チャレンジ精神のある起業家の負担を軽減しサポートします。

さらに、起業することより継続することが難しいのが事業。
本支援事業にて採択された起業家の方には、

起業後もうまく事業を継続できるよう、専門家がバックアップします。



実施体制
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【主催】

奈良県産業部

経営支援課

【企画・運営】

奈良県商工会連合会



1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

• 伴走支援について

2. ＜参考＞移住支援金について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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本日の内容は、WEBサイトで公開中の以下の情報をもとに構成しています。

①奈良県起業家支援事業費補助金交付要綱

②募集の手引き 初版（令和７年６月２日）

•令和７年度 奈良県起業家支援事業 起業支援金

•令和７年度 奈良県シニア起業支援事業 シニア起業支援金

③各提出様式

※申請等の手続きにあたっては「奈良県起業家支援事業費補助金交付要綱」を必ずご確認の上、
申請を行ってください。

※最新の資料は公式ホームページよりご確認ください。

前提として
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奈良県起業家支援事業費補助金は、奈良県の起業の機運醸成と奈良県経済の活
性のため、県内での起業に必要な費用を支援する制度です。

制度の概要

起業支援金

• デジタル技術を活用し、地域課題の解

決を目的として新たに起業をする者及

びSociety5.0関連業種等の付加価値の

高い産業分野での事業承継又は第二創

業する者に対して起業に必要な経費の

一部を補助するものをいう。

シニア起業支援金

• ５５歳以上で、デジタル技術を活用し、

地域課題の解決を目的として新たに起

業する者及びSociety5.0関連業種等の

付加価値の高い産業分野での事業承継

又は第二創業する者に対して起業に必

要な経費の一部を補助するものをいう。

5
※55歳以上の方については、どちらか一方を選択して申込してください。



次のすべての要件にあてはまる必要があります。

① 奈良県起業家支援事業の受託事業者が実施する起業支援金支給対象事業者選定のための審査会において、起業支援金支給対象事業
者として選定された者であること。

② 新たに起業する場合は、事業実施期間中（令和7年6月2日～令和8年2月27日）に個人事業の開業届出又は株式会社、合同会社、合
名会社、合資会社、企業組合、協業組合、特定非営利活動法人等の設立を行い、その代表者となる者であること。

事業承継又は第二創業をする場合は、事業実施期間中Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野での、地域課題の解決に資
する社会的事業に関する事業承継、又は第二創業により実施する個人事業主若しくは株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、
企業組合、協業組合、特定非営利活動法人等の代表者となる者であること。

③ 県内に居住していること、又は、事業実施期間中（令和7年6月2日～令和8年2月27日）に県内に居住する予定であること。

④ 新たに起業する場合は、個人事業の開業の届出又は法人の登記を県内で行う者であること。事業継承又は第二創業により新たに実
施する事業を県内で行う者であること。

⑤ 訴訟及び法令遵守上の問題を抱えていないこと。

⑥ 申請者又は設立される法人の役員が暴力団等の反社会的勢力又は反社会勢力との関係を有する者ではないこと。

⑦ 住民税を滞納していないこと。

⑧ 中小企業者であり、みなし大企業でないこと。

⑨ シニア起業支援金において、事業計画書を提出する時点で、②の代表者（事業実勢期間中に代表者となる者を含む。）が、55歳以
上であること。

補助対象者
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下表に該当する法人、個人事業主、特定非営利活動法人を指します。
分類については産業分類の改訂に準拠します。
（https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/index.htm）

中小企業者とは

業種 資本金 常勤従業員数

製造業、建設業、運輸業その他の業種 3億円以下 300人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

サービス業
（ソフトウェア業、情報処理サービス業、旅館業を除く）

5,000万円以下 100人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下

ゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工
業用ベルト製造業を除く）

3億円以下 900人以下

ソフトウェア業又は情報処理サービス業 3億円以下 300人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下
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補助率・補助上限額

類型 概要 補助率 補助金額

起業枠 起業に必要な経費を補助

2分の1
以内

上限
200万円

第二創業枠
Society5.0関連業等の付加価値の高い産業分野へ新た
に進出する際に必要な経費を補助

事業承継枠
前任者から事業を引き継いだ者が、Society5.0関連業
種等の付加価値の高い産業分野へ新たに進出する際
に必要な経費を補助

※補助金額の算出は税抜き金額の2分の1です。
例）税込110万円の補助対象経費の場合、補助金額は税抜100万円の2分の1である50万円。
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実施する事業の条件

要件
起業支援金 シニア起業支援金

起業
第二
創業

事業
承継

起業
第二
創業

事業
承継

年齢が55歳以上であること
※書類を提出する時点で代表者が55歳以上であること

○ ○ ○

地域課題の解決に資する事業であること ○ ○ ○ ○ ○ ○

デジタル技術を活用して行う事業であること ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県内で実施する事業であること ○ ○ ○ ○ ○ ○

公序良俗に反する事業でないこと ○ ○ ○ ○ ○ ○

他の補助金等と重複して行う事業でないこと ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和７年6月2日以降に開業届・法人設立届を提出すること ○ ○

Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野であること ○ ○ ○ ○

令和７年6月2日以降に既存の事業内容と異なる分野に進出すること ○ ○ ○ ○

令和７年6月2日以降に前任者から事業を引き継ぐこと ○ ○
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事業を通して、下記のいずれかの地域課題の解決に役立つ事業である必要があります。

• 医療・福祉・子育て支援

• 県内経済好循環の促進

• 農・畜産・水産業・林業・木材産業の振興

• 環境・エネルギー

• 生活の安全・安心

• 住みよいまちづくり

• 県南部・東部の振興

• 観光の促進

地域課題の解決とは

＜地域課題の解決となり得る事業の例＞

○奈良県産の食材を利用して飲食店を開業する

○空き家を利用して飲食店を開業する

○南部地域で移住者用の交流施設を運営する

○奈良県産の木材・染料等を活用した工芸作品の販売会を開催する

○外国人観光客向けに奈良の観光ルートを提供する 等
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生産性の向上・機会損失の解消および顧客の利便性の向上につながるデジタ

ル技術を活用していることを指します。

デジタル技術の活用とは

＜デジタル技術の活用となり得る事業の例＞

○ネット上での予約を受け付ける

○ネットショップを開設する

○電子決済に対応する

○ＳＮＳでの広報を行う 等
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◼Society5.0とは

• これまでの情報社会（Society 4.0）では、人がサイバー空間に存在するクラウドサービス（デ
ータベース）にインターネットを経由してアクセスして、情報やデータを入手し、分析を行っ
てきました。一方、Society 5.0は、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）
を高度に融合させたシステムにより実現します。

• Society 5.0では、フィジカル空間のセンサーからの膨大な情報がサイバー空間に集積されます。
サイバー空間では、このビッグデータを人工知能（AI）が解析し、その解析結果がフィジカル
空間の人間に様々な形でフィードバックされます。

◼第二創業枠・事業承継枠での該当業種

• Society5.0の実現にむけて、未来技術を活用した事業であれば、業種・分野等の制限はありま
せん。

さらに詳しく知りたい方はこちら

→内閣府HP（https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/）

Society5.0の具体例（ https:// ww8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf ）

Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野とは
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Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野とは

＜Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野に該当する事業の例＞

○情報通信業：AIを活用し、観光客へ奈良県の観光ルート・旅行プランを提供する。

○建設業：各工事現場の情報をオンライン上で一括管理し、業務を効率的に実施する。

○飲食店：在庫管理、受発注等をオンラインで行い、食品ロスを減らす。

○医療・福祉：医療・介護現場でのロボットによる支援で負担を軽減する。
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起業等のために必要な経費のうちで、以下の条件①～③のすべてにあてはまる経費が補助の対象
となります。
なお、内容により補助対象とならない場合がありますので、事前に交付要綱（HPよりダウンロー

ド）をご確認ください。

① 起業等に必要な経費※

② 交付決定日（8月中旬～9月上旬を予定）～令和8年2月27日までに、発注から支払までを完
了した経費

③ 領収書、レシート等により金額・内容・支払いの事実等が確認できる経費

補助対象経費について

※起業等に必要な経費⇒具体例は「募集の手引き」に記載があります。

人件費、店舗等借料、設備費、原材料費、借料、知的財産権等関連経費、謝
金、旅費、外注費、委託費、マーケティング調査費、広報費 等
（人件費については、交付決定を受けた事業に直接従事する従業員に対して支払う給与・賃金
に限る。代表者や役員等の人件費は除く。）
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補助対象外となる経費の例

• 中古品、オークションによる購入物

• クレジットカード払い等で、口座から引き落とされた日が補助対象期間を過ぎているもの

• 商号の登記、会社設立登記、登記事項変更等に係る登録免許税

• 定款認証料、収入印紙代

• その他、官署に対する各種証明類取得費用（例：印鑑証明等）

• 通信運搬費（例：電話代、切手代、インターネット利用料金）

• 光熱水費

• 雑誌購読料、新聞代、書籍代

• 団体等の会費、フランチャイズ契約に伴う加盟料

• 飲食、奢侈、遊興、娯楽、接待の費用

• 自動車等車両の修理費、車検費用

• 税務申告、決算書作成のために税理士、公認会計士等に支払う費用および訴訟等のための弁護士費用

• 振込手数料、代引き手数料

• 借入金等の支払利息及び個人事業主と生計を一にする三親等以内の家族への発注

• クーポン、ポイント、金券、商品券、マイレージ等、法定通貨以外での支払い
15



主な注意事項

請求書や領収書、納品書は必ず保管してください。

領収書等の支払いの根拠となる書類が用意できない場合、補助対象経費と認められません。

特に、電子商取引、QRコード決済、バーコード決済、交通系カード決済での支払いを行う場
合にお気を付けください。

補助対象事業に使用したと明確に判断できる経費が対象です。

文房具等の消耗品やガソリン、車両等は汎用性が高く、補助事業に使うと断定できないため、
補助対象外となります。

補助対象期間内に発生した経費が対象です。

事業開始は交付決定を受けてからとなります。

注文から支払い完了までを補助対象期間内に行ってください。
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◼下記Googleフォームより、基本情報を入力してください。

https://forms.gle/1zTDVTtbqfx22EcL8

◼ 基本情報入力後、下記の必要書類を以下のメールアドレス宛に添付ファイルにて提出をお願
いします。

件名：奈良県起業家支援事業（申請者氏名）／ 宛先：kigyoka＠shokoren-nara.or.jp

奈良県シニア起業支援事業（申請者氏名） ／ 宛先：kigyoka＠shokoren-nara.or.jp

【必要書類（様式）】※様式は公式HPでダウンロードできます
（1）申請書（第1号様式）
（2）事業計画書（別紙1）
（3）補助事業経費内訳書（別紙2）
（4）誓約書（別紙3）
（5）その他事業の参考となる書類

申込期間：令和7年6月2日（月曜日）～令和7年7月18日 （金曜日）まで

申込みについて
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スケジュール
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補助金申請の時に
見積書やカタログ、ホームページ

のコピーなど根拠となる
書類の提出が必要



• 提出された申請内容について、外部有識者等により審査を行います。

• 審査によって評価の高い順から採択されます。

審査について

一次：書面審査 提出された申請内容について、外部有識者等による審査を行います。

二次：プレゼンテー
ション審査

⚫ 書面審査の後、得点上位の応募者のみ8月5日または8月7日に申
請者によるプレゼンテーション審査がございます。

⚫ 書面審査を通過された方に、別途案内を通知いたします。
※追加資料の提出はできません。
※所要時間は1人当たり発表10分＋質疑応答
※原則、申請者お一人でプレゼンを行ってください。
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評価の観点（書類審査）
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審査項目
評価観点

起業支援金 シニア起業支援金

1. 事業の目的と社会的意義
• 起業の動機が明確で、奈良県内や地域の課題解決に寄

与する内容か

• 地域の担い手としての意欲があるか
• 退職後のキャリア活用や「第2の人生」としての納得

性・持続性

2. 商品・サービスの独自性・革
新性

• 既存市場との差別化、ニーズの明確さ、創意工夫や新
しさがあるか

• 人生経験・専門性を活かしたオリジナリティ
• 地域課題を起点にした実用的・生活密着型の事業アイ

デア

3. 市場性・顧客ニーズの理解
• 市場・競合・ターゲット分析がなされているか、需要

見込みの妥当性

• 同年代（シニア層）や地域住民へのニーズの把握力
• 自身のネットワークを使った需要予測や市場参入の見

通し

4. 事業の実現可能性
• 実施体制・スケジュール・リスク管理などの現実性、

着実に実行できる体制か

• 無理のないスケジュール・体力面への配慮があるか
• 家族や地域の支援を得て進める体制など、継続性の裏

付け

5. デジタル技術
• 業務の効率化、販売促進、デジタル技術導入などの活

用計画が具体的か

• 基本的なデジタル活用への意欲はあるか（例えば
キャッシュレス導入、SNS活用など）

• デジタル技術の活用に苦手意識がある場合は「外部協
力の体制」などで補っているか

6. 地域貢献・雇用創出
• 地元雇用、地域経済への波及、地域資源の活用など、

地域に根ざした展開か
• 地元雇用、地域経済への波及、地域資源の活用など、

地域に根ざした展開か

7. 資金計画・収益見通し
• 資金計画の整合性、補助金の効果的活用、採算性の見

通しがあるか
• 資金計画の整合性、補助金の効果的活用、採算性の見

通しがあるか

8. 経営者の資質・実行力 • 起業者の経験・意欲・スキル・継続性に関する信頼性

• 柔軟な学習意欲はあるか（例：セミナー受講、デジタ
ル技術の習得意欲）

• 地域に根ざした信用や人的ネットワークの強みが生か
されているか

※東京23区からの移住・起業は加点



評価の観点（プレゼンテーション審査）
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評価項目
評価観点

起業支援金 シニア起業支援金

1. 事業構想の明確さと独自性
• 課題認識と事業の狙いが論理的に説明されて

いるか
• 他にない独自性や創意工夫があるか

• 「なぜこの事業か」が明確で納得感があるか
• 自身の経験や地域課題とのつながりが示され

ているか

2. 実現可能性と収益性

• 実現に向けた体制・資源（人材・資金・連
携）が整っているか

• スモールスタートや段階的展開の視点がある
か

• 無理のない運営体制・資金計画になっている
か

• 年齢や体力等への配慮、支援体制が整ってい
るか

3. 地域課題・ニーズとの整合
性

• 奈良県、または特定地域の課題に対する有効
な解決策となっているか

• 地域経済への波及や雇用創出に寄与するか

• 地域に根ざした事業か、地元のニーズに応え
ているか

• 高齢者の雇用や交流、地域福祉への波及効果
があるか

4. デジタル技術の活用
• 業務効率化、販路拡大、サービス向上等にお

けるデジタル技術の活用が見込まれるか
• 外部人材や既存ツールの活用意欲があるか

• デジタル技術の活用への姿（使いこなす／外
部支援を活用）

• 基本的なデジタル活用に前向きな姿勢がある
か

5. 表現・説明力
（事業の伝わりやすさ）

• 図表や構成に工夫があり、時間内に要点が整
理されているか

• 熱意や誠実さが感じられるか

• 話し方に誠実さ・一貫性があり、事業への熱
意が伝わるか

• 資料（図解・表など）の工夫や見やすさ



 補助金の交付を受けるためには、「事業計画」を作成、その内容に沿って事業を行う

必要があります。

審査を通過する必要があります。（1次審査：書類、2次審査：プレゼンテーション）

採択が決定された方は、見積書を添付して補助金交付を申請（様式3）し、交付決定を

受けます（＝交付決定日）。

本補助金は後払いです。そのため、事業を行う際には自己負担が必要となります。

すべての経費が補助の対象となるわけではありません。 

応募にあたっての注意事項
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1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

• 伴走支援について

2. 移住支援について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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様式の記入ポイント（別添1 事業計画書）

24

✓ 各記載枠のボリュームについては、自由に増やすこ

とも可能。

✓ ページ数が増えてもOK。



様式の記入ポイント（別添1 事業計画書）

25

✓ 「補助事業のスケジュール」について5年分を書く

際に、枠を増やしたりボリュームを増やして書くこ

とも可能。

✓ 「事業計画書」について参考資料は、補足資料があ

る場合は注釈の上、別添していただくことも可能。



様式の記入ポイント（別添2 補助対象経費内訳書）

26

✓ 経費区分・補助対象経費の種別ごと

に小計を記載する。

✓ 補助対象経費、補助金交付申請額は

税抜で記載。



様式の記入ポイント（別添2 補助対象経費内訳書）

27

✓ 「積算根拠」には上部の売上・売上

原価・販売管理費・営業利益等の情

報に関する根拠や意味づけを記載す

る。



1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

• 伴走支援について

2. 移住支援について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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初めての起業に不安を持つ方でも安心して事業を継続できるよう、起業に必要なノウハウや事業

計画のブラッシュアップ、マーケティングや販路拡大について、専門家が個別ににサポート。

◼月1回の個別面談

専門家メンターとの個別面談で現状の経営課題の 抽出し、あらゆる分野の専門家と一緒に課題解

決に向けて支援していきます。

＜支援分野＞

事業計画のブラッシュアップ、労務管理、広報・マーケティング、販路開拓支援、デジタル化

支援、資金計画、その他経営相談 など

伴走支援について
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奈良の起業家をゲストに招き、奈良での起業のきっかけや体験談、奈良での起業の魅力をざっく

ばらんにお届けします。

⚫ 開催日時：令和7年6月28日（土曜日）14：00～16：00

⚫ 開催場所：東京交通会館 第一会議室B（オンラインでの参加も可）

⚫ 申込期限：令和7年6月27日（金曜日）まで

トークイベント開催
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※対象は50歳以上の方

◼プレセミナー

• 開催日時：令和7年7月24日（木）18：30～21：00

• セミナー内容「人生100年時代の起業という選択肢」

◼本セミナー
第1回：令和7年9月8日（月）18：00～21：00 シニア起業の基本とマインドを学ぶ
第2回：令和7年10月6日（月）18：00～21：00 経験を活かしたビジネスのタネを探る
第3回：令和7年11月10日（月）18：00～21：00 ビジネスモデルと実行計画をつくる
第4回：令和7年12月8日（月）18：00～21：00 実行計画の発表とネットワークづくり

◼起業経験者との交流会

• 開催日時：令和7年12月15日（月）18：00～21：00

• 対 象：本セミナー受講者

シニア起業講座

32
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1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

• 伴走支援について

2. 移住支援について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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⚫現在、東京23区に在住、または東京23区に勤務している方の、奈良県内への
移住をともなう起業である場合は、最大 100万円の移住支援金が受けられる
場合があります。 

⚫支給額、支給の要件等は、移住先の市町村により異なります。

⚫詳しくは奈良県ホームページ内「移住支援金」のページ
（https://www.pref.nara.jp/53355.htm）をご確認ください。

＜参考＞移住支援金について
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1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

2. 移住支援について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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1. 奈良県起業家支援事業について

• 制度の説明

• 様式の記入ポイント

2. 移住支援について

3. 質疑応答

4. 個別相談会

本日の内容
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個別相談をご希望の方は、
そのまま着席にてお待ちください



ありがとうございました

38


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38

